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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産官学から成る科学技術
人材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは
意見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省科学技術政策研究所
　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
【電　話】０３－３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
【 U R L 】http://www.nistep.go.jp
【E-mai l】stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
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本文は p.9 へ
科学技術動向
概　要
テレビ帯における周波数共用技術の進展
　テレビ放送のデジタル化は 2011年 7月の完成を目指して進行中であり、完成後のテレビ帯の
周波数共用が現実に近づきつつある。デジタルテレビ放送のチャンネルプランは、総務省令・告
示が定める混信保護比などの基準で定められているが、基準を満たす空きチャンネルがあれば、
同じ周波数を他の用途に共用できる。
　空きチャンネルの共用実験は二つ実施されている。横須賀リサーチパーク研究開発推進協
会による狭域デジタル新型コミュニティ放送では、ワンセグを利用して小さな空中線電力で半径
300メ トールほどの範囲に狭地域限定のコミュニティ番組を提供する。繁華街では携帯電話でデ
パ トーや商店街の番組を見ることもできる。一方、島根ユビキタスプロジェクトでは無線技術に
MediaFLO を用い、松江市の一部が放送範囲である。マルチメディア放送と IC カ ドーを連携さ
せ、ユーザーは店舗に送られたサービス情報を見ながらIC カ ドーに貯めたポイントやクーポンを
使うため、カ ドーの使用状況からユーザーの回遊性が観察できる。
　今後はさらなる空きチャンネル共用を目指し、より高度な周波数共用技術の研究開発が進めら
れるべきである。従来の放送の発展概念とは逆に、「できる限り狭く、できる限り少ない人たちのニー
ズに応える」というこの新しい形の放送は、いわば「コミュニティテレビ」への志向であり、通信
と放送の融合にいっそう近づいたサービスともいえる。各国でもデジタル化が進行中であり、こ
の「放送のウェブ化」が世界に広まれば、我が国の産業に新しいビジネスチャンスをもたらす可能
性がある。
島根ユビキタスプロジェクトにおける情報の提供形態
出典：島根ユビキタスプロジェクト
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本文は p.19 へ
住宅の省エネルギー化に貢献する高断熱技術
　2007 年 11 月に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第四次評価報告書
によると、温暖化緩和策の重要施策として、住宅やビルなど建築物に関わるエネルギー消
費の削減が注目されている。また、国際エネルギー機関（IEA）は、2008 年 6 月に日本の
エネルギー政策をレビューした報告書 ｢Energy Policies Of IEA Countries - Japan 2008 
Review｣ において、住宅部門でのエネルギー効率に改善の余地が残ると言及している。
　家庭におけるエネルギー消費は、総じて暖房による消費割合が大きい。我が国では、札
幌の暖房消費量が全体の 5 割を超えているほか、那覇を除く各地域でも 2 割程度の消費
があり、冬季の暖房に伴うエネルギー消費を削減する重要性が理解できる。
　暖房に伴うエネルギー消費量（CO2 排出量）を低減させるためには、①「建物保温の省エ
ネルギー化 ｣ と②「暖房機器の高効率化 ｣ の両方をバランス良く向上させることが不可欠
である。我が国はこれまで、トップランナー基準を掲げて住宅における家電機器類の省エ
ネルギー化政策 ( ② ) を推進してきたが、今後は住宅の高断熱化に特化した①「建物保温の
省エネルギー化 ｣ に注力し、そもそも住宅として必要とされる熱量を下げるための政策や
技術開発を推進することが課題である。
　省エネルギー政策においては、将来を見据えた厳しい省エネルギー基準の設定とその基
準を達成するために必要な技術開発への支援が課題である。一方、技術面では、夏季には
高温多湿、かつ地震・台風が頻発する極めて特殊な状況に置かれた我が国の実情に合った
省エネルギー住宅を目指し、独自の技術を付加した新たな断熱システム技術を開発するこ
とが必要である。そのために、既存の業界や学会の枠組みを超えた横断的議論による普及
策や標準化が求められる。
科学技術動向
概　要
住宅におけるエネルギー消費の考え方
科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス 1　電子スピンを光パルスにより超高速で完全制御
　情報・システム研究機構国立情報学研究所の山本喜久教授らは、半導体ナノ構造に閉じこめた電子のス
ピン状態を、赤外光の光パルスを用いてピコ秒という超高速で制御することに成功し、その成果を 2008
年 11 月 13 日号の nature に発表した。これは、全光学的な手法によって、電子スピンの重ね合わせ状態
を用いた量子ビット(キュービット)を、位相を含めて超高速で完全制御できることを実証したものである。
図表 1　スピンの状態によるエネルギー準位（左図）と電子
　　　　の |↑>と |↓>が交互に入れ替わる様子（右図）
	情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　情報・システム研究機構国立情報学研究所の山本
喜久教授らは、半導体ナノ構造に閉じこめた電子の
スピン状態を、光パルスを用いて超高速で制御する
ことに成功し、その成果を 2008 年 11 月13 日号の
nature に発表した 1、2)。
　電子スピンの上向き状態 |↑> と下向き状態 |↓> を
量子ビット（キュービット）として用いるためには、重
ね合わせ位相を含めてそのキュービットの状態を完全
に制御することが必要である。磁場中では、|↑> と
|↓> とはゼーマン分裂を起こして、1 ～10GHz のマ
イクロ波のエネルギーに相当するエネルギー差を生じ
る（図表 1のδe ）。したがって、従来はマイクロ波の
パルスを用いたスピン共鳴法により、キュービットの
状態を制御する研究が行われていた。しかし、パル
ス幅は電磁波の時間周期より短くはできず、マイクロ
波では制御時間をナノ秒より短くすることは不可能で
ある。今回、山本教授らのグループは、波長が 925
～ 927nm の赤外光を用いることにより、ピコ秒とい
う超高速で電子スピンを制御することに成功した。
　今回の実験では、GaAs 中に埋め込んだ InGaAs
量子ドットに１個の電子をドーピングし、その電子の
スピンを用いた。量子ドットに赤外光を照射すると、
電子とホールが新たに励起されて、2 個の電子と 1
個のホールの合計 3 粒子による 2 種類の励起状態 
|↑↓,↑> と |↑↓,↓> が生じる（図表 1 参照）。図表
１のΩV とΩＨは光子の吸収と放出に伴って基底状態
（|↑> と |↓>）と励起状態（|↑↓,↑> と |↑↓,↓>）と
が交互に出現する Rabi 振動数であり、光の電界強
度に比例する。励起状態を通じて、２種類の基底状
態 |↑> と |↓> も周期的に出現するが、今回、赤外パ
ルス光を用いて、その観測に初めて成功した（図表 2）。
図表 2 のnπにおいて、n が偶数の時は |↑>、奇数
の時は |↓> が出現しており、その中間ではその割合
に応じた重ね合わせ状態が出現する。
　図表 2 の結果は、パルス光の強度によって、|↑>
と |↓> との重ね合わせ状態の制御ができることを示
しているが、これだけでは、重ね合わせの位相、つ
まりスピンの前後左右の向きについてはまだ任意性
が残る。山本教授らのグループは、2 個の赤外光パ
ルス列を使い、この重ねあわせの位相の制御にも同
時に成功した。
　今回の結果は、電子スピンを用いたキュービットを
全光学的手法により超高速で完全制御できることを
実証しており、量子コンピュータ実現への可能性をひ
らくものと考えられる。なお、この研究は、（独）科学
技術振興機構 (JST) の戦略的創造研究推進事業の
発展研究 (SORST) として行われた。
参　考
1)　国立情報学研究所プレス発表：http://www.nii.ac.jp/kouhou/NIIPress08_13-1.pdf
および（独）科学技術振興機構プレス発表：http://www.jst.go.jp/pr/announce/20081113/index.html
2)　nature、Vol.456、P.218-221（2008 年 11 月 13 日号）
㔚ሶࠬࡇࡦࠍశࡄ࡞ࠬߦࠃࠅ⿥㜞ㅦߢቢో೙ᓮ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ᮮゲ㧦 ࡄ࡞ࠬ಴ജ㧔mW㧕 
❑ゲ㧦᷹ⷰ↪శሶߩᢙ㧔છᗧන૏㧕 
 
 
 
出典：参考文献 1）
図表 2　| ↑ > と | ↓ > が入れ替わる様子の測定結果
観
測
用
光
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単
位
）
パルス出力（mW）
2π
4π
6π
8π 10π
12π
0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
出典：参考文献 2）
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　固体材料の摩擦や粘着テープの剥離の際などに見られるトライボルミネッセンスと呼ばれる発光
は、古くから知られている現象である。カリフォルニア大学の S.J.Putterman 教授の研究グループは、
市販の粘着テープを真空中で連続して剥がす装置を使い、ラジオ波や可視光とともにエックス線も発
生していることを確認した。エネルギーと強度は、エックス線写真の撮影に使えるほどである。今回
の結果は摩擦に関する現象の基本的物理的解釈の解明を進展させるものと考えられる。
トピックス 2　トライボルミネッセンスにともなうエックス線の発生
参　考
1)　Camara,C.G.et al.,“Correlation between nanosecond X-ray flashes and stick–slip friction in peeling tape”,Nature,vol.455, 
1089-1092
2)　http://www.nature.com/nature/videoarchive/x-rays/
3)　http://www.nature.com/nature/journal/v455/n7216/extref/nature07378-s1.pdf
　固体材料の摩擦、砂糖や結晶の破砕、粘着テープの
剥離などに見られるトライボルミネッセンスと呼ば
れる発光は、古くからよく知られている現象である。
　2008 年 10 月、カリフォルニア大学ロスアンゼル
ス校（UCLA）の S.J.Putterman 教授の研究グルー
プは、10-3Torr（0.13Pa）の真空中で市販の粘着テー
プをロールから剥がすと、可視光だけではなくエック
ス線も発生し、数十秒間でエックス線写真を撮影でき
るほどの強度があると報告した 1）。研究グループは、
真空中で市販の粘着テープ（幅 19mm、長さ 25.4m）
を数 cm ～数十 cm 毎秒で連続して巻き取る装置を製
作し、粘着テープを剥がす力の大きさ、そのときに発
生するラジオ波、可視光、エックス線などを測定した。
エックス線検出器には、テルル化カドミウム（CdTe）
半導体検出器などを使用した。
　エックス線は、ナノ秒オーダーのパルス状に1回/秒
以上の頻度で発生した。エックス線のエネルギー分
布は、15keV 付近の強度が最大で、数十 keV のエ
ネルギーにまで広がっていた。エックス線の発生は、
粘着テープを剥がす力に見られたスティックスリップ
現象注）とラジオ波の発生とに同期していた。一方、大
気圧においては、スティックスリップ現象もエックス
線の発生も見られなかった。
　この現象は以下の過程で起きていると考えられる。
1. 粘着テープが剥がれる際、アクリルの粘着剤が正に
帯電し、ポリエチレンのロールが負に帯電する
2. 帯電が進み電界強度が高くなると、放電が起きる
3. 電子は加速され、正に帯電している粘着テープに当
たり、制動エックス線を発生する
　これまでにも、粘着テープの剥離にともなう帯電や
放電現象は内外の研究者により研究が行われてきて
いる。今回、この研究グループは、真空中でエックス
線の発生も確認し、さらにそのエックス線により電子
部品（コンデンサ）や研究者の指のエックス線写真を
数秒から数十秒で撮影して見せた。
　測定の結果から、粘着テープを剥がすエネルギー、
発生した電荷の密度、放電電流、エックス線の総エネ
ルギーなどが見積もられたが、これまでの理論では全
てを説明することはできていない。しかし、摩擦に関
する現象の基本的な物理的解釈では未だ議論が続い
ており、今回の結果はその進展に役立つものと考えら
れる。
　Nature のウェブサイトでは動画が公開されており、
装置内に置かれた蛍光板の発光などを見ることができ
る 2）。また、コンデンサや研究者の指を歯科用エック
ス線イメージセンサで撮影した像も掲載されている 3）。
なお、粘着テープの剥離を使ってエックス線写真を撮
影する技術については、特許出願中とのことである。
	ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
蛍光体の発光により照らされている装置写真
注　スティックスリップ現象 ：二つの物体が摩擦を
持って運動している際に、相手に対し止まったり動い
たりする現象。
出典：参考文献 1）
（内部真空度0.13Pa、粘着テープは左から右に巻き取ら
れている）
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　2008 年 10 月 20 日、川崎市と東京電力（株）は共同で、川崎市臨海部に合計出力約 2 万 kW の太陽光
発電所を建設するメガソーラー計画を発表した。2011 年度の運転開始を目指し、川崎市浮島地点に出
力約 7,000kW、扇島地点に出力約 13,000kW の太陽光発電所を建設する。一般需要家向けの太陽光発
電所としては国内最大級であり、年間約 2,100 万 kWh の発電電力量、年間約 8,900t の CO2 排出量削
減効果を見込んでいる。電力業界では 2020 年度までに全国約 30 地点、約 14 万 kW のメガソーラー発
電所建設を計画している。今後、将来の大規模な自然エネルギーの導入を見据え、電力貯蔵技術など
も含めた系統安定化技術の検討・開発・実施を産学官で進めることが望まれる。
トピックス 3　国内最大級のメガソーラー発電計画
参　考
1)　川崎市長定例記者会見資料：http://www.city.kawasaki.jp/25/25koho/home/kisya/081020.htm
2)　電気事業連合会プレスリリース：http://www.fepc.or.jp/about_us/pr/oshirase/1192866_1458.html
3)　大平竜也、「再生可能エネルギーの普及促進策と技術課題」、科学技術動向、No.53、2005 年 8 月号：
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt053j/0508_03_feature_articles/200508_fa03/200508_fa03.html
扇島太陽光発電所（仮称）完成予想図
　2008 年 10 月 20 日、川崎市と東京電力㈱は共
同で、川崎市臨海部に合計出力約 2 万 kW の太陽光
発電所を建設するメガソーラー計画を発表した 1）。
メガソーラーとは、発電出力 1,000kW 以上の太陽
光発電を指す。
　この計画では、2011 年度運転開始を目指し、川
崎区浮島町の廃棄物埋立処分地に出力約 7,000kW
の浮島太陽光発電所（仮称）を、川崎区扇島に出力
約 13,000kW の扇島太陽光発電所（仮称；図表）
を建設する。これら２発電所の合計出力は約 2 万
kW となり、一般需要家に電力供給する太陽光発
電所としては国内最大級となる。年間発電電力量
は、一般家庭約 5,900 軒分に相当する約 2,100 万
kWh を、これによる CO2 排出量削減効果は、年間
約 8,900t を見込んでいる。
　川崎市は、「カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略」
として地球温暖化対策を進めており、公共施設への
太陽光発電設備の設置や住宅用太陽光発電設備の設
置補助などを行っている。この計画を契機として、
今後新エネルギーの導入・普及啓発などの取り組み
を一層強化する。浮島町には太陽光発電などの普及
啓発活動を行う PR 施設も合わせて設置する。
　一方、電力業界では、太陽光発電設備の導入が
2007 年度末で 4,250kW と小規模に留まっていた
が、2009 年度までに約 4 万 kW の建設に着手し、
2020 年度までに全国約 30 地点、約 14 万 kW のメ
ガソーラー発電所を建設する計画を発表している。
これにより、約 7 万 t の CO2 排出量を削減する 2）。
　このようなメガソーラー計画は、太陽光発電の
普及拡大に貢献するとともに、量産効果により太
陽電池パネルの価格低減に繋がることも期待され
ている。太陽光発電推進のためには、大規模太陽
光発電所の運転・保守の実績や、天候・日射量な
ど気象条件の変化に伴う電圧・周波数変動が電力
系統に与える影響などの知見が、広く公表される
ことが必要である。それらの知見に基づき、将来
の大規模な自然エネルギーの導入を見据え、電力
貯蔵技術なども含めた系統安定化技術 3）の検討・
開発・実施を産学官で進めることが望まれる。
　なお、現在世界には 2 万 kW 以上の太陽光発
電所が 15 プラントあり、最大規模はスペイン
Olmedilla 発電所の 6 万 kW である。
出典：参考文献 1）
 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy 
敷地面積：約 23 万ｍ2（東京ドームの約 5 倍）
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トピックス 4　大加速度地震時の地震動の非対称性を発見
　（独）防災科学技術研究所の基盤強震観測網（KiK-net）は、2008 年岩手・宮城内陸地震の際、4000gal を
越える大加速度強震波形を断層極近傍で観測した。それらの地震波形データを解析した結果、大加速度
時に上下動成分の地震動では、下向きに比べ上向きに大きく揺れる非対称性（片揺れ）現象が起こること
を世界で初めて発見し、2008 年 10 月 29 日に発表した。この現象は「トランポリン効果」と名付けられた。
参　考
1)　（独）防災科学技術研究所プレス発表資料：http://www.bosai.go.jp/news/press_release/20081031_01.pdf
出典：参考文献 1）
岩手・宮城内陸地震加速度記録（観測点：一関西）
	社会基盤分野	 TOPICS	 Infrastructure
　地震防災上、断層近傍強振動の特徴を知ることは減
災対策を考えるうえで極めて重要である。しかし、断層
近傍強振動の振幅や波形の特徴については、大地震の
発生頻度が低く対象地域が狭いことからデータ収録の
機会が稀であるため、十分な知見を得にくい。
　1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震
災）においては、震度 7の地域が神戸市・芦屋市・西宮
市にかけて幅 1～2km、長さ約 20km で現れたが、
このいわゆる「地震の帯」で強震波形のデータは得られ
なかった。これを契機として、政府主導による高密度な
強震観測ネットワークの整備が進められ、断層近傍の
データが蓄積されつつある。
　2008 年岩手・宮城内陸地震の際には、（独）防災科学
技術研究所が運用する基盤強震観測網（KiK-net）の
断層極近傍観測点（観測点名：一関西）が 4000gal を
超える大加速度強震波形をとらえた。同研究所ではそ
の波形データを詳細に解析した結果、大加速度時の上
下動成分の地震動において、下向きに比べ上向きに大
きく揺れる非対称性（片揺れ）現象が起こることを世界
で初めて発見し、2008 年 10 月29 日に発表した。こ
の現象は表層地盤があたかもトランポリンの様な動き
をするモデルで説明可能であり、「トランポリン効果」と
命名された。
　2008 年岩手・宮城内陸地震では、逆断層上盤側の
ほぼ断層中央部（震央距離約 3km）に位置する観測点
において、三成分合成で4022galという非常に大きな
加速度が観測された。これは、重力加速度の 4 倍を
超えており、自由表面における地震記録としては観測
史上最大である。各方向の最大加速度は、南北、東
西それぞれ、1143gal、1435gal（水平二成分合成で
1434gal）、上下動成分が 3866gal であった。すなわち、
上下動が水平動に比べ 2.5 倍以上大きい。さらに、この
加速度記録において最も特異な点は、地表における上
下動成分が通常はほぼ対称であるのに対し、明らかに
非対称な波形形状を示していることである。上向き成分
の最大値は 3866gal、下向き成分の最大値は 1703gal
であり、上向きの最大振幅は下向きの約 2.2 倍以上で
ある。一方、この地点では深さ260 ｍの観測井の底に
も強震計が設置されており、その最大値は、上向き成
分 638gal、下向き成分 683galとほぼ同じ値であった。
このように地表記録に見られる非対称はごく表層におけ
る現象であり、上下対称な入力時振動に対して非対称
な地震動を生むメカニズムは、これまで知られている線
形および非線形の波動伝播理論では説明できない。
　同研究所が有する1G 以上の加速度を記録した14 個
の地震記録を改めて解析したところ、2004 年新潟県中
越地震と 2008 年岩手・宮城内陸地震のほかの観測点
の二つの記録においても今回と同様な現象が確認され
た。このような非対称性が生まれる条件は解明されてい
ないが、大加速度の条件下では比較的一般的な現象で
はないかと考えられている。この成果は 10月31日発行
の米国科学雑誌サイエンスにも発表された。
南北 南北
東西 東西
上下 上下
（下図は上下動の最大値を含む 1 秒間の波形の拡大図）
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トピックス 5　観測気球による未知の高エネルギー宇宙線源の発見
　米国航空宇宙局 (NASA) は 2008 年 11 月 19 日、観測気球搭載機器により未知の高エネルギー宇宙
線源が発見されたと発表した。エネルギーが 300 ～ 800 ギガ電子ボルト ( ギガは 10 の 9 乗 ) の宇宙
線電子が過剰に検出されており、今回の宇宙線源は、太陽からの距離約 3,000 光年に存在すると推定
されている。太陽系の近くに宇宙線源の候補として考えられるパルサー、クエーサー、超新星残骸ま
たはブラックホールといった特殊な天体はほとんど発見されていないため、今回の高エネルギー宇宙
線電子は、暗黒物質が対消滅した際に生成されたものではないかとの説もある。なお、現在、より重
い搭載機器をより高く、より長時間飛翔させる次世代気球「スーパープレッシャー気球」の開発が、米
国の NASA および我が国の（独）宇宙航空研究開発機構 (JAXA) で行われている。
参　考
1)　NASA News Release 08-301 “Mysterious Source of High-Energy Cosmic Radiation Discovered”：
http://www.nasa.gov/home/hqnews/2008/nov/HQ_08-301_ATIC_paper.html
2)　JAXA HP の ｢ 大気球で新しいチャレンジ ｣：http://www.jaxa.jp/article/interview/vol42/index_j.html
出典：JAXA
観測気球の概要
	フロンティア分野	 TOPICS	 Frontier
　米国航空宇宙局 (NASA) は 2008 年 11 月 19 日、
観測気球搭載機器により未知の高エネルギー宇宙線
源が発見されたと発表した。エネルギーが 300 ～
800 ギガ電子ボルト ( ギガは 10 の 9 乗 ) の宇宙線
電子が過剰に検出された。この発見に関する報告は
英科学誌 ｢Nature｣ の 2008 年 11 月 20 日号に掲載
された。
　宇宙線電子は銀河系を飛翔する際にエネルギーを
失う。エネルギーが高いほどエネルギーを損失する
率が大きいことから、今回の宇宙線源は、太陽から
の距離約 3,000 光年に存在すると推定されている。
　未知の宇宙線源は、パルサー、クエーサー、超新
星残骸またはブラックホールといった特殊な天体が
候補として考えられるものの、太陽系の近くにはこ
の様な特殊な天体はほとんど発見されていない。
　したがって、今回の高エネルギー宇宙線電子は、
暗黒物質が対消滅した際に生成されたものではない
かとの説もある。この対消滅からは、電子、陽電子、
陽子、反陽子と言った通常の物質が生成される。な
お、最近の学説では、宇宙は、通常の物質が占める
割合が、わずかに約 5％であり、約 70％は宇宙を
加速膨張させている未知の暗黒エネルギーで、残り
の約 25% は通常の物質と重力的に相互作用すると
考えられるものの現状では観測できていない暗黒物
質から成ると考えられている。
　観測気球は、ヘリウムを使用して空気が薄い成層
圏上部を浮遊する。観測ロケットおよび科学衛星が
登場する以前から活躍しており、宇宙線観測、天体
観測などに利用されてきた。科学衛星に搭載される
観測機器は、ロケット打上げ能力により大きさおよ
び重量に制限を受け、また打上げ時の振動および衝
撃に耐える必要があるのに対し、気球は制約条件が
緩やかであり、観測機器を安価に製作することがで
きる。回収して機器を改良することができるのも気
球の利点であり、学生などにも手頃な研究の機会を
提供している。
　なお、より重い搭載機器をより高く、より長時間
飛翔させるための次世代気球である ｢ スーパープレ
ッシャー気球 ｣ の開発が、米国の NASA および我
が国の（独）宇宙航空研究開発機構 (JAXA) で行われ
ている。スーパープレッシャー気球は、わずかな内
圧をかけることにより、夜間にガスが冷えてもしぼ
まないため、浮力が安定し、数ヵ月にわたり一定高
度での飛翔が可能になる。
バラスト
実験装置
警告灯
パラシュート
切離しカッター
排気口
排気弁
気球
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テレビ帯における周波数共用技術の進展
1  はじめに
科学技術動向研究
テレビ帯における周波数共用技術の進展
山田　肇
客員研究官
　2011 年 7 月 24 日の完成を目指
して、テレビ放送のデジタル化が
進行中である。すべての放送局は
デジタル放送中継網の整備を進め
ている。液晶やプラズマ型の薄型
テレビの普及が幸いし、（社）電子技
術産業協会（JEITA）の統計によれ
ば、2008 年 8 月末時点で、2438
万台の地上デジタルテレビ放送を
受信可能なテレビが国内に出荷さ
れたという。
　テレビ放送のデジタル化の究極
の目的は電波の有効利用である。
アナログ放送では 1 ～ 62ch が用
いられてきたが、デジタル放送は
13 ～ 52ch までしか利用しない。
その差分 22 チャンネル分が他の用
途に転用されるが、これを周波数
の幅で表現すると 130 メガヘルツ
（MHz）に相当する注 1）。携帯電話や
高度道路交通システム（ITS）などさ
まざまな情報通信技術の普及・発
展によって電波資源が逼迫しつつ
ある現在、このような大きな幅で
新規利用の可能性が生まれること
への期待は高い。
　総務省・情報通信審議会の中に
設置された電波有効利用方策委員
会は、22 チャンネル分の有効利用
方策について検討し、その結果が
2007 年 7 月に総務省に対して答申
されている 1）。この概要を図表 1
に示す。テレビ以外の放送、自営
通信、ITS、電気通信（携帯電話）と
多様な用途に転用されようとして
いることがわかる。各国でも我が
国と同様にデジタル化のプロジェ
クトが進行中である。
　ところで同じ周波数を複数の用
途に共用できれば、電波はいっそ
う有効に利用される。周波数共用
技術については、すでに 2004 年
に『科学技術動向』で、基礎的な研
究状況を中心にレポートした 2）。
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

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  


 

 


 





 
 


 
 



図表1　テレビのデジタル化によって生まれる周波数の転用計画
参考文献 1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
注1：この論文ではテレビのチ
ャンネル番号は「ch」で表し、チャ
ンネルの数つまり周波数の幅を
表すときには「チャンネル」と表
記する。
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その後、この技術は進展し、デジ
タル化が完了した後のテレビ帯で
の共用が現実的に展望され始めた。
上述の差分 22 チャンネル分の新規
利用だけでなく、13 ～ 52ch の間
でも他の用途に共用できるとなれ
ば、その影響は著しいものになる。
　1992 年に初めて開設されたコ
ミュニティ FM は、その後全国
に普及し、総務省の統計によれば
2007 年度末には 218 局に達して
いる 3）。これらは県域を原則とす
る今までのラジオ放送ではカバー
できない、コミュニティのニーズ
に応えるメディアとして位置づけ
られている。この論文で紹介する
二つの周波数共用実験プロジェク
トは、いわば「コミュニティテレ
ビ」を志向するもので、コミュニ
ティ FM と同様に新しいメディア
として成長する可能性がある。
2  混信保護比とチャンネルプラン
　図表 2 に示すように、A 地点に
A 放送局が、B 地点に B 放送局が
あるとしよう。A 局から発射され
た電波の強度（受信電界強度）は距
離が離れるにつれて弱くなり、C
地点で受信機の感度限界に達する。
この場合には A 地点から C 地点の
間で A 局が受信可能になる。同様
に B 局の放送は B 地点と D 地点の
間で受信可能である。
　A 局と B 局が同じ ch で放送され
ていたとしても、C 地点と D 地点
が離れていれば混信が生じること
はない。原理的には、C 地点と D
地点が限りなく一致する距離まで、
同一 ch を用いる二つの放送局の間
隔を狭めることが可能である。実
際には、混信を余裕を持って避け
るために、C 地点で受信する B 局
の電界強度を（同様に D 地点で受信
する A 局の電界強度を）受信機の感
度限界よりもさらに低く制限する、
「混信保護比」という技術的条件を
設ける処置が取られている。
　デジタル放送で確保すべき混信保
護比については、NHK で実施され
た実験の結果に基づいて、1999 年
に電気通信技術審議会から答申が
出た 4）。これが同年、郵政省令お
よび郵政省告示になり、その後、
2003 年に「平成 15 年総務省令第
26 号」および「平成 15 年総務省告
示第 37 号」として改正された。
　上記答申から混信保護比の部分
を抜き出したのが図表 3 である。
　A 放送局のアンテナからのアナ
ログ放送を希望波として C 地点で
受信する際、C 地点には B 放送局
のアンテナからのデジタル放送が
妨害波として飛んでくる。二つの
放送が同一 ch を用いるなら、B 放
送局からの電波は A 放送局からの
ものに比べて 45dB 小さくなけれ
ばならないというのが、図表 3 が
示す技術的条件である。希望波が
アナログ放送の場合、妨害波がア
ナログでもデジタルでも混信保護
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図表2　同一チャンネルが共用可能となる電界強度の条件（原理図）
科学技術動向研究センターにて作成
図表3　混信保護比
情報通信審議会の答申などを基に科学技術動向研究センターにて作成
注：チャンネル検討では受信機特性の改善を見込み 20dB に変更
A 放送局
（希望波）
B 放送局
（妨害波）
周波数差 混信保護比
アナログ
アナログ
同一 ch 45dB
下隣接（妨害波が下側） 0dB
上隣接（妨害波が上側） 10dB
デジタル
同一 ch 45dB
下隣接（妨害波が下側） 0dB
上隣接（妨害波が上側） 10dB
デジタル
アナログ
同一 ch 30dB 注）
下隣接（妨害波が下側） -21dB
上隣接（妨害波が上側） -24dB
デジタル
同一 ch 28dB
下隣接（妨害波が下側） -26dB
上隣接（妨害波が上側） -29dB
 地点
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比は同じである。これに対してデ
ジタル－デジタルの場合にはそれ
が 28dB と指定されているので、
アナログ－デジタルの場合よりも
17dB 分だけ妨害波が大きくても
構わない。
　希望波を出す放送局が用いる ch
よりも一つ上の ch を妨害波側が
用いる場合が上隣接、一つ下の ch
を妨害波側が用いる場合が下隣接
である。A 放送局が 30ch を用い、
B 放送局が 31ch という上隣接の
場合には、アナログ－アナログな
ら 10dB の混信保護比が必要だが、
デジタル－デジタルなら -29dB に
なる。混信保護比がマイナスとい
うのは、希望波よりも妨害波のほ
うが大きくてもきちんと希望波を
受信でき、混信は起きない、とい
う意味である。
　このようにデジタル放送はアナ
ログ放送よりも混信に強い。その
分だけ同じチャンネルを使う放送
局の間隔を狭めたり、隣接チャン
ネルを効率よく利用したりできる。
このようにデジタル放送はアナロ
グ放送よりも電波を有効に利用す
る。それが、62 チャンネル分から
40 チャンネル分へと周波数の幅を
減らして残りを新規用途に提供す
る、テレビ放送のデジタル化とい
う大胆な施策の技術的根拠である。
　この混信保護比や電界強度の計
算式 注 2）などは、省令・告示で技
術的条件として定められている。
現実にはこれに加えて、都市や山
岳、海面などに起因するさまざま
な摂動を考慮して、チャンネルプ
ランを決めることになる。このた
めのシミュレーションソフトウェ
アも開発され利用されている 5）。
定められたデジタル放送のチャン
ネルプランは総務省により公表さ
れている 6）。
3  周波数共用の原理
　関東広域圏では東京タワーのアン
テナから、21 ～ 27ch までを使って、
NHK と民放キー局がデジタル放送
している。このほかに東京ローカル
局や放送大学を勘定に入れても、利
用されているチャンネルの数はせい
ぜい 10 で、残りの 30 チャンネル
分は空いているように見える。
　実は東京タワーからの放送が関
東全域に届くわけではなく、間に
山などが入って邪魔をすることが
ある。電波が届かない地域をカバー
するために中継局が作られ、そこ
からテレビ放送が再送信されてい
る。たとえばNHK総合放送の場合、
東京タワーからは 27ch で送るが、
小田原の中継局では 19ch、桐生で
は 37ch、秩父では 13ch から再送
信される。これらに残りの 30 チャ
ンネル分のうちのかなりの部分が
使われてしまう。
　このように中継局が別のチャ
ン ネ ル を 用 い る 方 式 を Multi 
Frequency Network（MFN）
という。日本のデジタル放送方
式 Integrated Services Digital 
Broadcast ing -  Terrestr ia l
（ISDB-T）は、中継局も同じチャ
ン ネ ル を 使 う Single Frequency 
Network（SFN）として実は構築可
能である。現在、総務省と関係業
界は ISDB-T を売り込もうと南米
各国で PR 活動を展開しているが、
その場では「ISDB-T は SFN で構築
できる」と説明されている注 3）。当
然ながら SFN のほうが MFN より
も、周波数の利用効率は高い。
　国内はアナログ放送時代の設計
思想を引きずって MFN であり、
使われていないチャンネル（以後、
空きチャンネルという）は数は少
ないが、関東広域圏でも存在する。
たとえば東京タワー直下の東京都
港区では秩父から放送されている
NHK 総合放送を受信する必要は
ないし、そこまで秩父からの放送
が届いているはずもないので、港
区では 13ch は空いている。他方、
埼玉県秩父市では 27ch の NHK 総
合放送は届かないので、それが空
きチャンネルになる。
　テレビ局の数が少ない地方で
は、いっそう空きチャンネルが増
える。たとえば総務省発表のチャ
ンネルプランで岡山県を抜き出し
て調べると、19ch が 32 の中継局
で、13ch が 29 局 で 繰 り 返 し 使
われているのに対して、23・25・
35ch は一切利用されていないこ
とがわかる。このうち、たとえば
23ch は隣接県では鳥取県鉢伏、島
根県浜田、広島県広島・呉・三次、
愛媛県石城などで利用されている
が、いずれも岡山県岡山市とは離
れているため、岡山市に限定すれ
ば 23ch は空きチャンネルである。
　なお、デジタル放送中継網は、
県庁所在地からの放送を中継する
一段目が終わり、その先の山間部
注2：放送局からの離れるにつれて減少する受信電界強度を計算する式が定められている。
注3：たとえば、コロンビアで2008年3月12日に開催されたセミナーで、NHKのTakada氏が講演した“ISDB-T Tecnologías 
de transmisión y sistemas de alertas de emergencia”ではSFNが強調されている。
（http://www.dibeg.org/seminar/0803Colombia_ISDB-T_seminar/2_ISBT_ews_Spanish.pdf）
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にまで放送を届ける二段目、三段
目の整備に進んでいる。この二段
目、三段目についても MFN が基
本となっている。一方、ギャップ
フィラーと呼ばれる簡単な技術を
利用して SFN で中継する技術の
開発に、総務省はすでに成功して
いる 7）。二段目、三段目にできる
限りこの技術を採用して利用する
チャンネルの数を減らすことは、
空きチャンネルを増やす上で有効
な方策である。
　空きチャンネルを利用する際に
は、主たる用途である中継局に混
信を生じないことが絶対的な条件
になる。岡山市で 23ch を使って
も広島市の放送を妨害しない、と
いうような意味である。そのため
には空きチャンネルを利用する側
が空中線電力（送信機からアンテ
ナへ提供される電力）を抑えればよ
い。図表 2 で、放送局 B からの放
送の電界強度は、空中線電力が低
ければ、わずかな距離離れただけ
で受信機の感度限界以下になる。
　ここまで説明してきたように、
地域ごとに異なる空きチャンネル
を利用し、小さな空中線電力で電
波を出そうというのが、テレビ帯
における周波数共用である。
4  空きチャンネルを共用する実験
　現在、国内で、テレビ帯の空き
チャンネルを共用する実験が二つ
実施されている。横須賀リサーチ
パーク（YRP）研究開発推進協会と
エリアポータル株式会社による実
験と、島根県松江市のユビキタス
特区での実験である。二つの実験
は共にコミュニティテレビと呼ぶ
のが適切な、新しい放送形態を目
指すものであって、地域コミュニ
ティの中で新しいメディアとして
成長する可能性を持っている。
4-1
横須賀リサーチパー ク
における実験
　YRP 研究開発推進協会は、ワン
セグを利用して狭い地域に限定し
てコミュニティ番組を提供する実
験を重ねてきた。ISDB-T では一
つのチャンネルを 13 のセグメン
トに分割し、いくつかのセグメン
トを束ねて映像を送信する。この
セグメントを一つだけ使って携帯
電話などの移動体向けに放送する
のが、ワンセグメント放送、略し
てワンセグである。
　その成果を基に、2008 年 9 月
29 日に「狭域デジタル新型コミュ
ニティ放送準備委員会」の第一回総
会が開催された。今後、この委員
会を中心に、実用化のため、横須賀
ユビキタス特区を活用した実証実
験が行われることになっている 8）。
　一方で、狭域デジタル新型コミュ
ニティ放送の基本技術はエリア
ポータル株式会社に移管され、何
例か、実証実験が行われている 9）。
この狭域放送のポイントは、10 ミ
リワット（mW）という非常に小さ
な空中線電力でコミュニティ番組
を提供することである。無線 LAN
などに利用されている他の周波数
領域では、空中線電力が 10mW 以
下であれば無線局免許を取得しな
くてもよいという規則があり、そ
れをにらんでこの無線出力が用い
られている。
　10mW の 空 中 線 電 力 の 場 合、
前に言及した省令等が定める電界
強度の計算式から、受信可能なエ
リアの半径は 300 メートル前後
となる。このように狭い地域でし
か受信できない放送なので「狭域」
という。これなら、その ch を使っ
ている、遠くはなれた中継局に迷
惑をかけることはない。なお、ワ
ンセグは ISDB-T 技術の一部であ
り、混信保護比の設定には図表 3
を用いればよい。
　ワンセグ放送は携帯電話で受信
可能であるが、ソフトウェアを少
し書き換えるだけで狭域デジタル
新型コミュニティ放送が受信可能
になる。テレビ 1 チャンネルあた
り 13 のセグメントがあるので、
13 の独立した番組を同時に提供
することができる。混信に対して
の安全性を見込んで一つ置きにセ
グメントを利用するとしても、7
番組が可能である。
　この狭域デジタル新型コミュニ
ティ放送技術ならば、数キロメー
トル離れた地点で同じ ch を再び
利用して、その地点独自の放送が
できる。たとえば、東京都内なら
渋谷放送・新宿放送・池袋放送と
いった形で駅前放送に利用しても
よい。
　図表 4 に駅前放送のイメージ図
を示す。若者相手のファッション
ビルはセグメント 12 で番組を送
り、離れた地点にあるデパートと
商店街はセグメント 4 を使用（再
使用）してそれぞれ独自の番組を
流す。エリア全体にセグメント 0
で総合案内番組が送られる。
　エリアポータル株式会社によっ
て、2006 年には国立西洋美術館で、
館内ガイド番組と画家ごとに個別
の番組を一括して送信する実験が
行われている。2007 年には慶應義
塾大学日吉キャンパスで、キャン
パス放送として大学生活に関連す
る番組を流す実験が行われた。ま
た、富士スピードウェイや鈴鹿サー
キットで自動車レースの模様を来
場者に提供するといった試みも、
同社によって数回実施されている。
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4-2
島根県松江市の
ユビキタス特区での実験
　島根県松江市では総務省が創設
したユビキタス特区の制度を利用
して、島根ユビキタスプロジェク
トというテレビ帯の共用実験が始
められた。2008 年 1 月に特区に
認定され、2011 年 3 月まで島根
大学を拠点に次世代メディアの実
証実験が続けられる計画である。
　島根ユビキタスプロジェクト
推進協議会には、島根県、松江
市、島根大学などが参加し、地元
の株式会社メディアスコープが推
進母体となっている 10）。このプ
ロジェクトでは、無線技術として
MediaFLO を用いる。MediaFLO
は携帯端末向けのマルチメディア
放送の規格で、ITU（国際電気通
信連合）によって標準化されたも
のである 11）。なお同じ標準である
ITU-R BT.1833 の中に、ワンセグ
も採用されている。
　島根大学のビル屋上にアンテナ
を立て、62ch を使って、100W の
空中線電力で、松江市内に向かっ
て番組が放送されている。前に説
明した狭域デジタル新型コミュニ
ティ放送の 1 万倍という大きな空
中線電力であるが、この地域では
アナログの 62ch が空きチャンネ
ルで混信がないので、総務省から
免許が交付されている。
　ワンセグは各セグメントが同じ
情報量を運ぶように設計されてい
る。これに対して、MediaFLO で
は瞬間ごとに適切な情報量をダイ
ナミックに割り当て、ニュースの
ように文字が多く変化量の少ない
動画の瞬間には少ない情報量を、
スポーツのように急激に変化する
動画の瞬間には大きな情報量を割
り付けるというようにする。1 チャ
ンネルの中でたくさんの番組を同
時に送信する場合、大きな情報量
を必要とする番組と少しで済む番
組は瞬間ごとにランダムに出現す
る統計的性質があり、この性質を
利用すればワンセグなどより多く
の番組を一つのチャンネル内に多
重化できる。
　また、MediaFLO ではすべての
番組を携帯電話向けにする必要は
なく、図表 5 に示すように、一部
を電光掲示板や店頭の表示装置、
街中の巨大スクリーン（これらを総
称してデジタルサイネージという）
に送るといった利用方法が可能で
ある。実際に、島根県はデジタル
サイネージに広告や地域情報を流
すことを計画している。
　このようなデジタルサイネージ
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に防災情報を送る、というのも有
力な用途である。ゲリラ豪雨によ
る災害などは局地的に起きるため、
県域を基本単位とするデジタルテ
レビ放送に拠るよりも、デジタル
サイネージを用いるほうがきめ細
かに情報伝達ができるだろう。ま
た、夜間に長時間をかけて情報を
蓄積して、昼間に巨大スクリーン
で高精細動画を再生するといった
利用方法も可能である。
　島根ユビキタスプロジェクトの
特徴として、マルチメディア放送
と IC カードの連携も挙げられる。
店舗店頭にデジタルサイネージを
置き、MediaFLO を使ってサービ
ス情報を送り、ユーザーはデジタ
ルサイネージからポイントやクー
ポンを取得し IC カード（フェリカ
ポケット）に貯めて使い、IC カー
ドの使用状況からユーザーの回遊
性を観察するという、地域ならで
はの情報提供サービスを構築する
実験も行われる予定である。
4-3
二つの実験にみる
新しい可能性
　前述の狭域デジタル新型コミュ
ニティ放送と島根ユビキタスプロ
ジェクトには、共通点と相違点が
ある。
　まず共通点は、駅前や市内と
いった狭い地域を対象として新
しい形の放送を実現しようとして
いることである。今までのテレビ
放送は狭くても県域、広ければ関
東広域圏といった広い地域を対象
としている。渋谷駅前での小さな
イベント情報や、松江城を訪れる
観光客に郷土料理の店を紹介する
番組が毎日流れるということはな
かった。民放に広告を出稿するの
は自動車、食料品・飲料、化粧品
などのように広い地域に顧客がい
る企業であった。二つの実験が対
ㅍାᯏེ
៤Ꮺ㔚⹤䊂䉳䉺䊦䉰䉟䊈䊷䉳䊉䊷䊃ဳPCIC䉦䊷䊄
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象とするのは、街の小さなスポン
サーである。
　つまり、「できる限り広く、でき
る限り大勢の人たちに」を志向する
今までのテレビ放送とは逆向きに、
「できる限り狭く、できる限り少な
い人たちのニーズに応える」放送を
展望している点で今までのテレビ
放送とはビジネスモデルが明らか
に異なっている。狭域デジタル新
型コミュニティ放送の実験には民
放も参加している。これはこの新
しい放送が今までのテレビ放送と
共食いになる恐れはないと判断し
ているためだろう。
　またインターネットとの連動性
という点でも、新しい形の放送は
今までのテレビ放送とは異なって
いる。郷土料理店のウェブサイト
に直接リンクするといった仕掛け
が設けられるなど、新しい放送
のほうがインターネットに対して
積極的である。通信と放送の融合
サービスにより近づいていると評
図表5　島根ユビキタスプロジェクトにおける情報の提供形態
出典：島根ユビキタスプロジェクト
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図表6　周波数共用の難易度を示す概念図
5  さらなる空きチャンネル共用を目指して
価できるだろう。
　一方、相違点として以下が挙げ
られる。
　狭域デジタル新型コミュニティ
放送は、国内に 3000 万台以上普
及したワンセグ対応の携帯電話
に、ソフトウェアを少し書き換え
て、番組を提供する。すでに膨大
な潜在的利用者が確保されている
ため、それらの人々の気持ちを
つかめばすぐに普及するだろう。
一方、MediaFLO を用いる島根
ユビキタスプロジェクトの場合に
は、今のところ、専用受信機が必
要になる。したがって、専用受信
機を持つことに抵抗を感じない利
用シーンを開発していくべきだろ
う。一方で、すでに説明したよう
にワンセグよりも MediaFLO の
ほうが多くの番組を同時に送れ、
デジタルサイネージに情報を提
供できるといった特長がある。番
組データを蓄積してから利用すれ
ば、MediaFLO では高精細化も可
能になる。今後、二つの新しい形
の放送システムは競争的に商用化
されていくと考えられる。
　しかし、ワンセグの場合には
混信保護比がすでに既存の規制
の中に組み込まれているのに対し
て、MediaFLO は今から実験し
て混信保護比を定めない限り実用
には供せないという大きな問題が
ある。特区制度とは、特区での実
験結果を見て、全国展開を判断す
る制度である。したがって、島根
ユビキタスプロジェクトが成功
すれば、混信防護比の条件を設
けようという動きも起きるだろ
う。なお、MediaFLO も ISDB-T
も伝送方式としては直交波周波数
分割多重（OFDM）を採用してお
り、MediaFLO の 電 波 の 性 質 は
ISDB-T とほぼ同等と考えられる
ことから、ISDB-T と同じ混信保
護比の条件が設定される可能性が
大きいだろう。
　前述の二つの実験は、テレビ帯
で周波数共用が可能であることを
示す世界的にも先駆的な実験であ
る。これをさらに発展させていけ
ば、電波はいっそう有効に利用さ
れることになる。それでは共用技
術は将来、どのような方向に向か
うのだろうか。図表 6 を用いてそ
れを説明する。
　図表 6 は周波数共用の難易を整
理したものである。技術的には、
空中線電力が小さければわずかな
距離で電界強度は受信機の感度限
界以下になる。したがって、空中
線電力が大きい場合よりも共用は
容易である。時間当たりに送信す
る情報量を増やすには利用する周
波数の幅を広くする必要があるが、
そのために複数チャンネルを同時
利用できるかどうかは空きチャン
ネルの有無に依存するので、実現
の困難性が増す。
　現在試みられている、東京都港
区や岡山県岡山市というように位
置を基準にして空きチャンネルを
決める方法は、実用化にもっとも
近いといえる。送信機にあらかじ
め位置と空きチャンネルの関係を
示すデータを記録しておき、GPS
（全地球測位システム）機能で位置
決めをして、その地点における空
きチャンネルを自動的に選択する
システム（Geo Location システム）
が、次の開発目標だろう。送信機
から送信する直前に周波数をス
キャンして空きチャンネルを見つ
け、それを利用する「認知無線シス
テム」は、さらに実用化が困難であ
る。ビル影などで電波が来ていな
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いからと空きチャンネルと誤認し
て利用し始めるといったミスを起
こさないように作り上げないと、
実用化はむずかしい。この認知無
線については、（独）情報通信研究
機構に新世代ワイヤレス研究セン
ターが設置されるなど、国内でも
研究が活発化している。2004 年に
米国電気電子学会（IEEE）の機関誌
に特集記事が掲載されるなど、諸
外国でも関心が高まっている 12）。
認知無線は、周波数共用に関わる
今後の研究開発の焦点といえる。
　一方、利用の観点から見れば、
放送用がもっとも容易である。こ
れは送信側の放送局の数が限られ
ているからであり、万一、混信が
起きても対策は比較的簡単に打て
る。次に容易なのは固定局同士で
通信する利用方法である。家庭内
での高速無線 LAN に利用するな
どが、この具体的な利用イメージ
である。もっとも困難が伴うのは
移動通信での利用である。無線機
がどのように移動してもつねに空
きチャンネルを与え続けるために
は、前述の Geo Location 技術や
認知無線技術を採用しなければな
らず、技術的課題も多い。
　以上に説明してきたことでわか
るように、狭域デジタル新型コ
ミュニティ放送と島根ユビキタス
プロジェクトの二つの実験は、現
時点でもっとも実現性の高い周波
数共用方法であったといえる。今
後は、より高度で困難な方向に向
けて研究開発が進むだろう。
6  欧米の動向
　欧米はいずれもテレビ帯の周波
数共用を進める方向に動いている。
　 米 国 で は、 テ レ ビ 帯 の 空 き
チャンネルを「ホワイトスペース
（White Space）」と呼んでいる。米
国の情報通信産業界から、このホ
ワイトスペースを放送以外の他の
用途に利用すべきであるとの声が
上がった。これを主張した企業は
Wireless Innovation Alliance13）
を組織し、FCC（連邦通信委員会）
に対して圧力をかけてきた。また、
消費者も Public Interest Spectrum 
Coalition14）を組織して、これを支
援した 15）。このような圧力を受け
て、FCC は 2006 年頃からその可
能性を検証するための実験を続け
てきた。Martin 委員長はホワイト
スペースを認めるかについて投票
を行う委員会の開催前から前向き
の考えを示していたが 16）、2008
年 11 月 4 日に開催された委員会
では、全会一致でホワイトスペー
スが認められた 17）。新しい用途は、
免許不要で利用できる小さな空中
線電力の機器を用いる通信までも
含むものであって、これをきっか
けに米国はホワイトスペースの利
用に向かって一斉に動き出すと考
えられる。
　欧州では、テレビ放送のデジ
タル化によって利用可能になる
電波資源を、「デジタル化の配当
（Digital Dividend）」と総称してい
る。欧州各国の関心は、このデジ
タル化の配当をどのように活用す
るかに集まっている。
　もっとも熱心なのは英国で、規
制官庁である OFCOM（英国情報
通信庁）は 2007 年にレポートを
発表し、デジタル化の配当の積
極的な利用を訴えた 18）。欧州で
は、デジタル放送に Digital Video 
Broadcasting for Terrestrial
（DVB-T）という方式が利用され
ている。これに対して英国では、
DVB-T よりもさらに周波数を有
効に利用できる（そのために動画情
報をいっそう圧縮して送信する）
DVB-T2 を利用する方向で技術の
標準化を進め、放送機器の開発に
も乗り出している 19）。DVB-T2 は
DVB-T よりも 45％ほど通信容量
が高いと見込まれている 20）。その
分だけ周波数が余るため、免許を
交付された放送事業者が余剰分を
他の用途に利用するという考え方
もあるといわれている。
　また DVB-T で放送網を整備す
る欧州の国々の中では、電波資源
を節約するために、ドイツ・フラ
ンス・スペインが SFN 方式を採用
している。このように、デジタル
化の配当を積極的に活用する方向
で欧州各国は施策を展開している。
7  まとめと提言
　テレビ帯の周波数共用は現実
に近づきつつある。我が国で行わ
れている狭域デジタル新型コミュ
ニティ放送や島根ユビキタスプロ
ジェクトは、世界的に見ても先駆
的な試みであり、このような実験
をいち早く重ねていくことは技術
先導性を確保することにつながる。
電波の新しい利用方法を実験する
特区制度を創設した総務省の施策
は評価できる。
　電波の有効利用のためには、こ
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の動きをいっそう前に進めてい
く必要がある。そのためには既
存の用途であるテレビ放送には絶
対に混信を起こさないという条件
の下で、新しい技術についても実
験免許ではなく本免許を与えるよ
うに、関連する省令・告示等の規
制の改正を急ぐべきである。特に
MediaFLO 技術については、混信
保護比を定める実験を進めるのが
適当である。
　さらに今後は 5 章に示した方向
で、より高度な周波数共用技術の
研究開発に努めるべきである。
　また、このような周波数共用が
テレビ帯にとどまる必然性はどこ
にもない。他の周波数帯でも、そ
の周波数における既存の用途に妨
害を生じない範囲で周波数共用を
認めていけば、電波をさらに有効
利用できる真のユビキタス社会に
近づいていくだろう。
　「できる限り狭く、できる限り少
ない人たちのニーズに応える」とい
うことを志向する新しい形の放送
は、今までのテレビ放送とはまっ
たく異なる新しい発想から提案さ
れた。インターネットのウェブサ
イトは数多くの人々に情報を発信
する機会を与えたが、それと対比
して、この新しい形の放送を「放送
のウェブ化」とする見方もある 21）。
これらは、通信と放送の融合にいっ
そう近づいたサービスともいえる。
携帯電話をメールに使う文化は日
本で誕生し、世界に広まった。同
じように、このような「放送のウェ
ブ化」が世界に広まっていけば、我
が国産業に新しいビジネスチャン
スをもたらす可能性がある。
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施も認める。それは利敵行為のよ
うに見えるが、戦略的な価値があ
る。我が国企業は特許をライセン
スとして活用して市場をリードす
る方向に動き出すべきである。な
お、そのために企業がいっそう特
許の取得に努めるべきでことは自
明であろう。
②政治的交渉としての
　国際標準化活動の活用
　取引交渉のツールのひとつに国
際標準化活動がある。しかし、国
際標準化活動に単に参加している
だけでは不十分である。我が国企
業は、仲間を増やし、また自社の
技術と特許が標準の中に組み込ま
れるように積極的に働きかける必
要がある。公正取引委員会のガイ
ドライン原案には「一部の参加者
が、規格の策定手続を不当に利用
することにより、規格を自らにと
って有利（又は特定の事業者にと
って不利）な内容とする」のは問
題との表現があった。しかし意見
公募の過程で、事業者団体から「参
加各社が自らの保有する技術が規
格に採用しようと働きかけをする
ことは当然の行為である」との指
摘があり、「自らにとって有利な
内容とする」との表現は削除され
ている。
　国際標準化活動は政治的交渉で
あって、技術の優劣を判断する場
ではない。したがって、企業は交
渉力に富んだ社員を活動に参加さ
せるべきである。また、交渉力を
高めるような教育機会も欠かすわ
けにはいかない 11）。
③パテントプール組織化可能性の
　追求
パテントプールの形成には調整
コストを要するため、過度にそれ
に期待するのは危険である。しか
し、標準化活動の過程で参加者の
中に「将来パテントプールを組織
化する可能性がある」との共通理
解が醸成されていけば、調整が容
易になる可能性がある。我が国企
業は、将来を見通した上で、必要
な場合にはパテントプールの形成
に向けて、他国の諸企業に積極的
に働きかけていくべきである。
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1  はじめに
科学技術動向研究
住宅の省エネルギー化に貢献する
高断熱技術
藤本　博也
環境・エネルギーユニット
　2007 年 11 月 に 発 表 さ れ た
IPCC（気候変動に関する政府間
パネル）第四次評価報告書 1) によ
ると、温暖化緩和策の重要施策
として、住宅やビルなど建築物
に関わるエネルギー消費の削減が
注目されている。これは、この分
野におけるエネルギー消費削減が
これまでは十分に取り組まれてこ
なかったことに加え、今後、人口
増加や都市の拡大がグローバル
に進展し、建築物が増え続ける
ことが見込まれているためであ
る。また、国際エネルギー機関
（International Energy Agency, 
IEA）は、2008 年 6 月 に 日 本 の
エネルギー政策をレビューした
報 告 書 ｢Energy Policies of IEA 
Countries-Japan 2008 Review｣2)
において、技術開発を軸にしたエ
ネルギー政策の適切性・リーダー
シップと産業部門における自主的
アプローチに関するこれまでの成
果を評価する一方で、エネルギー
効率の改善余地が残る項目とし
て、住宅部門での改善施策の拡大
に言及している。
　これまで我が国は、トップラン
ナー基準を掲げて住宅における家
電機器類の省エネルギー化政策を
推進してきた。冷暖房・給湯に関
わるヒートポンプ技術やインバー
タ制御などを用いた製品の省エネ
ルギー化、ソーラーパネルによる
自家発電技術などは世界トップレ
ベルの水準にある。これらは、環
境負荷低減と経済成長の両立を実
現させるための鍵であると広く認
識されている。
　一方、欧州は、住宅のエネル
ギー消費削減について日本とは異
なる側面から推進してきた。主に
暖房需要が高い寒冷地で発展して
きた断熱化技術は、1970 年代の
オイルショック以降、30 年以上
にわたって進展してきたものであ
り、暖房機器の必要性自体を排除
することが究極の目的になってい
る 3)。この考え方は、家電機器類
の省エネルギー化を推進してきた
我が国の姿勢とは対照的である。
　本稿では、各国の住宅のエネル
ギー消費削減の基本的な考え方と
取り組みの概況について俯瞰する
とともに、最近の動向として特に
高断熱化技術について紹介する。
さらに、我が国として強化すべき
施策とそのために必要な技術開発
の方向性について考察する。
2  住宅に関するCO2 排出状況と政策
2-1
住宅のエネルギー消費の概況
　先進国における家庭からのエネ
ルギー消費は、総じて暖房による
消費割合が大きく、日本とオース
トラリアを除けば、冬季の暖房だ
けで年間エネルギー消費量の 5 ～
8 割を占めている（図表 1）。さらに
給湯を合わせると、住宅の中で熱
源に費やすエネルギーはさらに大
きい。一方、我が国の住宅のエネ
ルギー消費量は他国と比べて少な
いが、地域別のエネルギー消費割
合を見ると状況は多様であり、我
が国での気候条件は極めて広範で
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出典：参考文献 5）
ある（図表 2）。札幌の暖房消費量
は非常に大きく、その割合が全体
の 5 割を超えている。札幌のエネ
ルギー消費量全体は那覇の 2 倍近
いが、その差はほとんど暖房によ
る消費量の違いによる。また、札
幌以外の地域でも、那覇を除く各
地域で 2 割程度の暖房消費がある。
我が国全体として見ると、冬季の
暖房に伴うエネルギー消費を削減
する重要性が理解できる。
　我が国における住宅のエネル
ギー消費量に関して懸念すべき点
は、世帯当たりの全消費量が増
加し続けていることである。図表
3 によれば、世帯数の伸び以上に
CO2 排出量（エネルギー消費量と等
価）が増加している。その消費用途
を見ると、暖房用と動力用（照明、
パソコン、テレビなど）が増加して
おり、これは、図表 4 に示した家
電機器の保有割合の伸びからも理
解できる。特にルームエアコンと
DVD プレイヤーの伸びが大きい。
　我が国の暖房に費やすエネル
ギー消費量が他国より小さい理由
として、比較的気候が温暖である
こと以外に、局所暖房文化が挙げ
られる。欧米では、セントラルヒー
ティング方式で、住宅の隅々まで
均一に暖めて冬季でも快適な居住
空間で暮らすことが一般的である
が、我が国では家全体ではなくい
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図表3　住宅のエネルギー消費割合（国内）
図表2　住宅のエネルギー消費割合（日本の8都市域）
図表1　住宅のエネルギー消費割合（各国比較、2001年）
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図表4　世帯における家電機器保有割合（国内）くつかの部屋を必要に応じて暖房
機器によって暖めることが習慣で
あった。エネルギー消費の観点か
ら見れば我が国は優秀であった。
しかし、今後、暖房機器が各部屋
に設置されていくこと、あるいは
冬季住環境として欧米並みの ｢ 生
活の豊かさや健康的な暮らし ｣ を
追求していくことなどを想定する
と、エネルギー消費量が増加して
いくことは必至である。
　以上のような観点から、以降で
は、住宅のエネルギー消費として
重要な住宅の冬季の暖房使用を抑
制する政策と技術の動向について
論じていく。
2-2
住宅に関する
各国の省エネルギー政策
2-2-1　省エネルギー政策の概要
　図表 5 は、いくつかの国で施行
されている住宅に関する省エネル
ギー基準の概要を示したものであ
る。列挙した全ての国で施行され
ている現行の省エネルギー基準は、
1970 年代のオイルショック後に
制定あるいは改定された省エネル
ギー基準が元になっている。米国
での省エネルギー基準は、州の判
断に基づいて制定・運用されてい
る。省エネルギー基準の適用が義
務付けられていないのは、数週の
みである。
　EU では、｢ 建築物のエネルギー
性能に関する EU 指令 ｣ が 2003
年 1 月 4 日に施行され、住宅のエ
ネルギー消費性能の表示を義務付
けるガイドラインが EU 加盟国に
対して示された。加盟国はこの指
令を受けて国内制度を整備し、順
次施行を開始している。特にドイ
ツでは、EU による上記条例より
早い時期から同様の制度を実施し
ている。2002 年にそれまでの省
エネルギー法を改正し、｢ 建築物
出典：参考文献 5）
図表5　住宅に関する省エネルギー基準の例
参考文献 6 ～ 14）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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における省エネルギーのための断
熱および設備機器に関する政令
（EnEV2002）｣ を発効した。この
政令では、新築、改修時の保温の
ための構造および設置の基準を定
めるだけでなく、認証マークの入っ
た暖房装置を使う義務、1978 年ま
でに設置された暖房装置の 2006
年以降の使用禁止等が定められて
いる。2007 年 10 月 1 日には同政
令 EnEV 2007 が施行され、これ
により、2008 年 7 月 1 日からは、
1965 年以前の居住用建物の売買に
際してエネルギーパス証書（詳細は
2-2-2 参照）を提示することが義務
付けられた。2009 年 1 月 1 日か
らは、新築の建物に関してエネル
ギーパス証書を所持することが新
たに義務付けられる。非住宅用建
物については 2009 年 7 月 1 日か
ら義務となる。
　我が国では、1979 年に「エネル
ギーの使用合理化に関する法律」が
制定され、建物に関する省エネル
ギー基準が施行された。2006 年に
は、床面積 2000m2 以上の全ての
建物について省エネルギー化措置
が適用され、ビルの事業主や集合
住宅の管理者に届出義務が課せら
れている。しかしながら、2000m2
未満の一般の戸建住宅については
努力義務に留まっている。先進国
の中で強制力が無い制度は稀であ
り、この点を強化・改善すること
が期待されている。
2-2-2　住宅のエネルギー消費改
善に向けたドイツの動向
　自動車を購入する時には、ラン
ニングコストなどの維持費や環境
への負担を事前に検討するために、
いわゆる ｢ 燃費 ｣ を比較検討の材
料とすることが一般的である。エ
ンジン、エアコン、音響機器など
単独の諸性能をいくら聞いても、
最終的に実質どれ位のエネルギー
消費につながるのか、理解するの
は難しい。｢ エネルギーパス ｣ とい
う考え方は、年間に消費するエネ
ルギーを単位床面積当たりで具体
的数値として表示するもので、住
宅版 ｢ 燃費 ｣ のようなものである。
｢ エネルギーパス ｣ は、｢ 建築物の
エネルギー性能に関する EU 指令
（2-2-1 参照）｣ に先がけて制定さ
れた制度で、住宅からの最終的な
全エネルギー消費量を把握し、効
率的な削減を図ることを目的とし
ている。
　この制度では、住宅の所有者や
管理者が ｢ エネルギーパス証書 ｣
を所持する義務がある。この証書
は、監理団体の認証のもと 15)、資
格所有者によって発行される。こ
の証書を発行できる資格取得条件
は、大学での履修科目や実務経験
など細かく規定されている。この
制度の施行開始に当たり、ドイツ
では数千人規模の資格所有者が養
成されている。
　この証書は、｢ 現状のエネルギー
消費量 ｣ と ｢ 改修によるエネルギー
消費改善 ｣ の二部構成になっている
（図表 6）。｢ 現状のエネルギー消費
量 ｣ の部分では、所定の室温を保ち
給湯利用するために必要とされる
エネルギー消費量を算出するだけ
でなく、電気やガスなど 1 次エネ
ルギーが供給されるまでの採掘～
輸送コストなども加味した実消費
エネルギーを算出する。また、例え
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図表6　ドイツのエネルギーパス証書
参考文献 15）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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科学技術動向研究センターにて作成
ばソーラーパネルによって自家発
電をする場合に実消費エネルギー
の削減代が可視化できるなど、より
効率的な 1 次エネルギーの選択を
促す仕組みになっている。｢ 改修に
よるエネルギー消費改善 ｣ の部分で
は、窓・壁・ドアなど住宅の構成部
位や、給湯・暖房など機器・設備
類について、たとえ新築であっても、
具体的な改修案が記載される。
2-2-3　低エネルギー街区の試み
　EU では、省エネルギー住宅で生
活する際の実エネルギー消費量を、
街区レベルの実験によって取得し
ようとする大規模な試みが始まっ
ている。これは ｢POLYCITY｣16) と
いうプロジェクトで、EU 全体の革
新的なエネルギー政策を支援する
活動 ｢CONCERTO｣17) に属する非
常に大規模なものである。街区は、
ドイツ（Ostfildern、Stuttgart）、イ
タ リ ア（Arquata、Torino）、 ス ペ
イ ン（Cerdanyola、Barcelona）の
3 ヶ所で新たに造成中であるが、
部分的にはデータ取得がスタート
している。取得されたエネルギー
消費データはその都度蓄積され、
ホームページでも公開される。建
物毎の省エネルギー化の実証に加
え、建物間でのエネルギー融通な
ど街区単位での省エネルギー化の
実証が見込まれる。住宅だけでは
なく、オフィスビルや発電設備も
備えており、エネルギー需給全体
のマネジメントを街区レベルで試
行する、極めて興味深い社会実験
になるものと期待される。
3-1
住宅のCO2 削減の
基本的考え方
　住宅のエネルギー消費における我
が国の現状を定量的に把握するため
に、エネルギー消費量を図表 7のよ
うに定式化し、定義した。暖房・給
湯を含めた住宅におけるエネルギー
消費量（CO2排出量）を削減するため
には、① 「建物保温の省エネルギー
化」、② 「暖房機器の高効率化」、
③ ｢ 供給 1 次エネルギーの省 CO2
化 ｣ の三項目について考慮する必要
がある。これら各項目の意義と我が
国の現状について、次に説明する。
3-2
建物保温の省エネルギー化
　図表 7 の①「建物保温の省エネ
ルギー化」は、建物の大きさや形
で決まる住空間を任意の温度場に
維持するために必要な熱供給量の
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図表7　住宅におけるエネルギー消費の考え方
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割合、と定義した。住空間の熱は、
外気や地面と接する建物外皮から
逃げてしまい熱損失となる。した
がって、その外皮である壁や窓な
どおいて熱が流れにくい部材を使
えば、熱損失が低減し、そもそも
熱源として必要な供給量を小さく
できる。つまり、建物が魔法瓶の
ように室内を保温できることが理
想である。図表 8 は、断熱性能
に関して、省エネルギー基準の一
つとして規定されている熱損失係
数注 1) について、日本と欧米各国
を比較したものである。各国とも
地域の気候条件に応じて省エネル
ギー基準が制定されており、寒冷
な地域ほど断熱性能が厳しく規定
されている。我が国の基準は、札
幌あたりの寒冷地では他国と同等
レベルと言える。しかしながら、
東北以南の地域、あるいは釧路な
どの極寒地域における基準は、他
国と比べて基準が甘い。基準や施
策の展開が諸外国と比べて遅れて
いることがわかる。
　図表 9 は、建物外皮を形成す
る重要部材である窓の断熱性能の
現状を把握するために、省エネル
ギー基準の一つとして規定されて
いる熱貫流率注 3) について日本と
欧州各国を比較したものである。
地中海性気候で温暖なフランス南
部は、我が国の北海道並みの基準
値となっている。また、ドイツや
北欧などの寒冷地においては、我
が国の 2 倍程度厳しい基準となっ
ている。省エネルギー基準が厳し
い地域では単板のガラス窓では規
制をクリアすることが難しいた
め、｢ 複層ガラス ｣ が一般的であ
る。図表 10 には、その ｢ 複層ガ
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注1　熱損失係数：一般的に「Q値」といわれるもので、住宅全体の断熱性能を数値的に表したものである。Q値は、壁、
天井、床、窓など各部位毎の熱の逃げ量を合算して得られる住宅全体の熱損失量を、延床面積で除したもので、値が小さ
いほど住宅の断熱性能が高いことを表す。単位はW/m2・K。
注2　暖房度日（D18-18）：日平均気温が18℃を下回る日を暖房日とし、18℃と日平均気温の温度差をその日の暖房度
日といい、例えば温度差が1℃の場合は、1度日(℃day)という。一般的には、年間（シーズン）の積算値で表す。
参考文献 6）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表8　住宅の省エネルギー基準の比較（熱損失係数）
参考文献 6）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表9　窓の省エネルギー基準の比較（熱貫流率）
■用語説明■
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ラス ｣ の普及率を記した。欧州各
国では複層ガラスが義務化されて
おり、普及率 100% を達成してい
る。我が国の普及率は、新築住宅
については近年急速に高まってい
るが、既存住宅については極めて
低い。
　以上のように、建物保温の省エ
ネルギー化については、省エネル
ギー基準や施策の展開が諸外国と
比べて遅れていることがわかる。
3-3
暖房機器の高効率化
　図表 7 の②「暖房機器の高効率
化」は、暖房機器が発生する熱量
と、その機器を作動させるために
消費した電気やガスなど 1 次エネ
ルギー量の比率で定義した。この
項目は、例えば冷暖房・給湯に関
わるヒートポンプ技術やインバー
タ制御による製品の省エネルギー
化など、現在の我が国が強みを持
つ領域と言える。これを牽引して
いるのが、トップランナー制度に
よる省エネルギー政策である。図
表 11 に示したヒートポンプ効率
の国際比較では、我が国の COP
（成績係数）は 6 を超えており、北
米・欧州のヒートポンプエアコン
の 2.2 ～ 3.8 に比べ極めて高効率
である。また効率向上の推移から、
トップランナー制度が導入された
1999 年以降、COP が堅調に向上
し続けていることが分かる。この
技術を応用して、最近では CO2
を冷媒としたヒートポンプ式給湯
器の効率向上も急速に進展してお
り、5 年間で 4 割の COP 向上、6
年間で 100 万台の普及増が実現
している。
注3　熱貫流率：一般的に「U値」といわれるもので、住宅の部位・部材の断熱性能を数値的に表したものである。U値
は、部位・部材で使用される材料の熱伝導率と厚さなどから計算されるが、部位・部材の面積は考慮されない。値が小
さいほど住宅の断熱性能が高いことを表す。単位はW/m2・K。
図表10　複層ガラス窓の普及状況
参考文献 18、19）を基に科学技術動向研究センターにて作成
国　　名
複層ガラス普及率（％）
新築住宅 既存住宅
フィンランド 100 100
ドイツ 100 73
スウェーデン 100 100
オランダ 100 57
デンマーク 100 99
ルクセンブルク 100 59
オーストリア 100 100
ポルトガル 17 11
英国 100 64
米国 90 90
日本 31 (90*1) 2 (6*1)
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図表11　ヒ トーポンプ効率の国際比較および推移
出典：参考文献 20）
3-4
　
供給1次エネルギーの
省CO2化
　図表 7 の③「供給 1 次エネルギー
の省 CO2 化 ｣ は、電気やガスなど
１次エネルギーを建物内で使用す
るまでのプロセス（エネルギー製
造・供給を含む）で費やす CO2 排
出量、と定義した。｢1 次エネルギー
の CO2 排出原単位 ｣ と呼ばれる項
目である。例えば、電力において、
我が国は、原子力発電比率が 82%
のフランスや水力発電比率が 58%
のカナダには及ばないものの、原
子力発電の活用（原子力発電比率
29%）に加えて、高効率な火力発電
技術 21) を駆使することなどによっ
て、比較的良好な CO2 排出原単位
レベルにある（図表 12）。理想とし
*1：2007 年調査値 （1998 年、板硝子協会調べ）
■用語説明■
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4  建物保温の省エネルギー化技術の動向
4-1
窓の断熱化技術
　1992 年の基準による住宅モデ
ルでは、冬の暖房時に窓や玄関ド
アなど開口部から室外へ熱が逃げ
出す割合は 48%、また、夏の冷
房時に室外から入ってくる割合は
71% と見積もられている 23)。こ
れは、開口部の断熱性能が、壁・
床・天井など他の部位よりも劣る
ことが原因である。図表 13 に示
した材料の熱特性においても、開
口部は断熱性能が悪いことがわか
る。例えば、窓を構成するガラス
やアルミなどは、壁を構成する木
やグラスウールに比べて桁違いに
熱伝導率が大きい。
　このように、開口部の断熱性能
が住宅全体の省エネルギー性能に
与える影響が極めて大きいことか
ら、窓やドアの断熱化強化は強く
求められてきた。特に、我が国の
一戸あたりの平均窓面積は、ドイ
ツの 1.2 倍、フランスの 1.9 倍と
大きく 24)、日光と通風をより好む
傾向にある。開口部には窓だけで
なく玄関ドアなどの部材も含まれ
るが、以下では、住宅に多数設置
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図表13　住宅に使われる代表的な材料の熱特性
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図表12　電力におけるCO2 排出原単位の比較（2004年）
参考文献 22）を基に科学技術動向研究センターにて作成
ては、住宅の 1 次エネルギー源と
して、CO2 排出原単位の最も小さ
いエネルギーを電気やガスなど数
種から選択できるようにしたい。
しかし、現実解としては、上記②
の機器類との組み合わせによって
最適な省エネルギー方法を選択す
る必要があるだろう。また、ソー
ラーパネルなどの再生可能エネル
ギーによる自家発電を取り入れれ
ば、この項目は今後も改善できる。
3-5
最も注力すべき点
　冬季の暖房に伴うエネルギー消
費量を低減させるためには、主に、
①「建物保温の省エネルギー化 ｣ と
②「暖房機器の高効率化 ｣ の両方を
バランス良く向上させることが不
可欠である。省エネルギー性能に
優れた新しい暖房機器に代替えす
ることは重要であるが、同時に建
物としての熱的な素性を良くしな
ければ、暖房機器の設置容量や運
転条件を必要以上に増大させてし
まう懸念がある。以上の観点から、
特に①の｢建物保温の省エネルギー
化 ｣ に注力し、そもそも住宅に必
要とされる熱量を下げるための政
策や技術開発を推進することが、
我が国に課せられた喫緊の課題で
ある。次の 4 章では、熱損失を低
減させる実用化技術がどのように
進展しているのか、断熱化技術を
中心に述べる。
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され、部材としての断熱性能の差
が住宅全体のエネルギー消費に顕
著に影響する窓（図表 14）の断熱
化技術に焦点を絞って説明する。
（1）窓枠
　窓枠には、古くは鉄、近年では
アルミが多用されてきたが、アル
ミを窓枠に使用した場合には断熱
性能は低下する。図表 13 に示し
たように、アルミの熱伝導率は樹
脂や木に対して桁違いに大きく、
さらにガラスよりも大きいため、
室内から室外への熱の流れが窓枠
に集中して起こり、結果として大
きな熱損失となってしまう。この
熱損失を低減するために、アルミ
の窓枠に部分的に樹脂を複合化さ
せた構造などが発展してきたが、
現在では、窓枠全体が樹脂ででき
たものが主流になりつつある。一
方、スウェーデンなど木材資源が
豊富であった国々では、窓枠全体
を木枠構造として独自に発展して
きた。いずれにしても、開口部の
省エネルギー性能を確保する上で
は、樹脂や木材が有する熱特性（熱
の逃がし難さ）を前提とした窓構造
が必要不可欠となってきている。
（2）ガラス＋ガス封入
　前述したように、省エネルギー
基準が厳しい地域では単板のガラ
ス窓では規制をクリアすることが
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図表14　窓の断熱化技術の構成例
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性能を有するか、一目瞭然である。
3-2 で述べたように、欧州では各
国の省エネルギー基準をクリアす
るために、ガラスの複層化などの
構成や仕様についても規制によっ
て条件が決められている。たとえ
窓枠がアルミであっても、「単層ガ
ラス」から ｢Low-E 材複層ガラス ｣
へと代替するだけで、東京・大阪
の場合 350、盛岡の場合 800（kg-
CO2/ 年・戸）程度の CO2 削減効果
があると見積もられている 25)。こ
れは年間の暖房用エネルギーで見
ると 1 ～ 2 割の削減効果に相当す
る。
4-2
壁の断熱化技術
　壁を構成する部材には木やグラ
スウールなどが使用されているた
め、窓など開口部に使用されるガ
ラスや金属と比べて熱伝導が低く、
部材としての断熱性能は高い。し
かしながら、住宅に占める壁面の
面積割合は大きいため、全体の熱
損失に与える壁部断熱構造の影響
も大きい。住宅の構造は、木造、
プレハブ、鉄骨造、鉄筋コンクリー
トなどに分けられる。以下では、
図表16　壁の高断熱工法の事例
難しいため、複層ガラスが一般的
となっている。複層ガラスとは、2
枚あるいは 3 枚のガラスの間に空
間が形成されているものであり、
その空間は、乾燥剤と一体化した
スペーサーをガラスが両側からは
さみ込みことによって形成される。
熱伝導率が 0.65（W/m・K）である
ガラスの間に、熱伝導率が 0.023
（W/m・K）と一桁小さい空間（空気
層）を設けることにより、室内から
室外へ、ガラス面に垂直に流れる
熱損失を低減することが可能とな
る。ガラス枚数（空気層数）が多い
ほどこの効果は大きくなる。しか
し、コストは高くつく。近年では、
空気よりも熱を伝えにくいアルゴ
ンガス（熱伝導率 0.018（W/m・K））
などが封入される製品も市販され
ている。
（3）ガラスコーティング
　室内における体感温度には、空
気や熱源の直接的な温度に加え、
暖房機器や室内壁・家具などの部
材表面から発せられる輻射熱が極
めて大きく影響している。このよ
うな室内の輻射熱を反射して外に
逃がさないようにしたガラスを、
｢Low-E （Low emissibity）ガラス ｣
という。Low-E を目的とするコー
ティング膜は、金属やその酸化物
等で構成された非常に薄い膜で、
見かけは透明である。このガラス
により、室内の暖房機器などが発
する波長を反射できるので、窓の
断熱性能は 1.5 ～ 2 倍も向上する。
一方、太陽光はガラスを透過する
ことができるため、冬季の熱源と
して太陽光も有効に活用すること
ができる。
（4）窓の構成
　現在市販されている窓は、以上
述べてきた各部材の組み合わせに
応じて様々な断熱性能を有してい
る（図表 15）。従来の ｢ アルミ窓
枠＋単層ガラス ｣ に対して、高断
熱化した構成の窓がいかに優れた
断熱性能に優れる木造住宅のうち、
ツーバイフォーに代表される木造
枠組壁工法において、我が国で最
近実施されている断熱工法につい
て紹介する。
　図表 16 は、一般的な木造枠組
壁工法に対して、外壁材の室内側
に通気層を、室内石膏ボード裏面
に防湿気密シートを配備した例で
ある。外壁材の室内側に設けた通
気層に、外気よりも室温に近い空
気を循環させることによって、壁
面に対して垂直に流れる熱損失を
抑制することができる。さらに、
この通気層は、外壁材の室内側や
構造体に溜まった湿気を排出する
効果もある。断熱性能を高めた時
の弊害は、結露である。断熱性能
の高い部材を用いて熱の流れを遮
断しようとする場合、その接触界
面には急激な温度勾配が発生する
ため、もし湿度が高ければ結露が
生じてしまう。結露は部材の腐食
につながり耐久性を劣化させるだ
けでなく、カビの発生など健康面
に与える影響もある。このような
弊害を防ぐために、高断熱な構造
ほど湿気のコントロールが重要に
なってきている。室内石膏ボード
裏面の防湿気密シートも、その対
策として配備されている。この防
湿シートによって、室内で発生し
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た湿気が石膏ボードを通過して断
熱材に進入することを防げるとと
もに、壁面のつなぎ目などのすき
間を埋め、気密性を高めて断熱効
果を一層向上させるという効果が
ある。この構造により、熱貫流率
で 0.4（W/m2・K）という壁の断熱
性能が実現している。また、これ
らの構造を用いた住宅として、熱
損失係数が 1.3（W/m2・K）という、
一般的な木造枠組壁工法の約 2 倍
の断熱性能が実現している 27)。こ
れらの値は、北欧の省エネルギー
基準に合致するレベルである。
　図表 17 は、一般的な木造枠組
壁工法に対して、外断熱と内断熱
を付加した例である。本来、外断
熱・内断熱という言葉はコンク
リート建築における断熱材の覆い
方を区別したものであるが、最近
では外壁の断熱を外断熱と言うな
ど、手法として一般的に認知され
始めているので、ここでも一般的
な言葉として使用する。図表 17
では、外壁材の室内側には、厚
さ 100mm の断熱材（ポリスチレ
ンフォーム 50mm とグラスウー
ル 50mm）による外断熱が付加さ
れている。また、石膏ボード裏面
にも、厚さ 50 ｍｍ（グラスウー
ル 50mm）の内断熱が付加されて
いる。内断熱の室外側には、図表
16 の例と同様に、防湿気密シート
が施され、構造材中心部の断熱材
（ロックウール）へ湿気が進入する
ことを防いでいる。この構造によ
り、熱貫流率で 0.13（W/m2・K）と
いう壁の断熱性能が実現している。
　図表 18 は、コンクリートの基
礎部分へ断熱工法を付加した例で
ある。基礎の外側には 120mm の
断熱材が、地面と土間の間には
200mm の断熱材が各々施されて
いる。コンクリートの熱伝導率は
木の約 10 倍あり、熱が伝わり易
い（図表 13）。断熱材によって、基
礎部分が外気と同じ温度になるこ
とを防ぎ、コンクリートの基礎と
接する木質構造材や床下部分での
熱損失を抑制することができる。
図表 17 および 18 の工法を用いた
住宅において、熱損失係数が 0.8
（W/m2・K）という、一般的な木造
枠組壁工法の 3 倍以上の断熱性能
の例が実現している。北欧の省エ
ネルギー基準をも遥かに凌ぐこの
ようなレベルの住宅が、我が国で
も実用化段階にある。
4-3
断熱性能を高める
気密対策と熱橋対策
　我が国を含む多くの国におい
て、断熱性能を高める気密指標が、
住宅の省エネルギー基準とともに
規定されている。気密指標は、外
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壁・天井・床および窓など断熱を
行う部位に存在するすき間の面積
を合計し、それを床面積で割った
数値として C 値（相当すき間面積）
と呼ばれる。一般的に C 値が大き
くなると、壁内部の断熱層に外気
が流れ込んだり、暖められた室内
の空気が外部へ流出するなど、熱
損失が大きくなってしまう。この
C 値は、目に見えないわずかなす
き間を現場で測定することによっ
てのみ求められ、施工方法に大き
く依存する。具体的な気密対策と
しては、壁内部の配線やコンセント
の密封方法や木枠にはめる断熱材
形状の精緻化など、手間のかかる綿
密な設計・施工が要求される。前述
の室内石膏ボード裏面の防湿気密
シートもその対策の一つである。
　一方、部材を介して熱が出入り
する現象を抑制する工法の工夫と
して、熱橋対策が挙げられる。熱
橋とは、例えば、ベランダや屋根
など外気に接する部材と住宅壁部
が構造的に繋がっている時に熱の
流れが生ずる部位のことである。
欧州における具体的な熱橋対策
としては、ベランダを住宅本体と
切り離して独立設置する、屋根部
分を熱が流れにくい小さな部材を
介して住宅本体の上に設置するな
ど、物理的に熱伝導経路を遮断す
る方策が採られる。これらの工法
は、地震が多い我が国ではまだ馴
染みがないが、C 値と同様、熱橋
対策も省エネルギー化にとっては
無視できない。今後、我が国とし
ての有効な工法を考えていく必要
がある。
4-4
断熱材の高性能化
　従来からの断熱材であるグラス
ウール（図表 13）などの熱伝導率が
0.05（W/m・K）であるのに対して、
最新の断熱材では 0.02（W/m・K）
を超える性能が実現している 29)。
断熱材の高性能化技術の主な方向
性は、発泡させた樹脂の内部を、
外部とは連通しない独立した気泡
構造とすることである。独立した
気泡部をより微細化し、断熱性能
の高い発泡ガスなどを封入する製
造技術によって、より薄い断熱層
を形成することが可能となってき
た。この技術を使うと、例えばグ
ラスウールと同等の断熱性能を実
現しようとする場合、4 割程度の
厚さで済むことになるため、従来
よりも薄い断熱構造が可能とな
る。硬質素材のため、封入充填材
として用いることはできないが、
外壁材パネルとセットで使用する
など、断熱膜としての活用が相応
しい。鉄骨造住宅における鉄骨の
断熱膜など、熱橋対策として適応
できる可能性も大きい。
4-5
究極の断熱基準である
ドイツのパッシブハウス
　ドイツでは、1970 年代のオイ
ルショック以降、民生部門の省エ
ネルギー政策として住宅の省エネ
ルギー化を進めてきた。その過程
で実験的に行われてきた住宅のゼ
ロエネルギー化への挑戦が、今日
の厳しい省エネルギー住宅の基準
作りに繋がったと言われている。
現在のドイツの ｢ 低エネルギーハ
ウス基準 ｣ では、住宅の暖房に伴
う年間エネルギー消費量（戸建住
宅）を 70（kWh/m2・年）以下にす
ることが義務化されている（図表
5）。2009 年以降には、さらに厳
しい基準に強化していくことも議
論されている。現状より厳しい自
主的な基準として「3 リッターハ
ウス（ボイラー燃料の使用量に基
づく呼び名）」、最も厳しい自主的
な基準として「パッシブハウス」が
存在する 30)。パッシブハウスは、
暖房に伴う年間エネルギー消費量
（戸建住宅）が 15（kWh/m2・年）以
下の住宅と定義されている。これ
は、実質的にはほぼ暖房設備を必
要としないレベルである。ドイツ
のパッシブハウス協会 30) による
と、｢ パッシブハウス ｣ の実例は、
ドイツ国内を中心に 1000 件以上
の建築例が登録されている。また、
集合住宅を含めた戸数では 2005
年時点ですでに 6000 戸を超えて
いる。断熱性能において理想的な
建物像を追求する「パッシブハウ
ス」の動向は、将来の省エネルギー
基準を牽引する羅針盤として注目
される。
5  我が国の住宅に求められる省エネルギー政策と技術開発
　今後求められる住宅の高断熱化
の方向性について、図表 19 にま
とめた。図表 19 の ABCD につい
て各々説明する。
A. 新築住宅への既存技術での
対応
　政策面では、まず、住宅の省エ
ネルギー基準を諸外国と同等にす
ることが必要である。そのうえで、
我が国が今後の低炭素社会のリー
ダーとなっていくためには、さら
なる厳しい基準の設定も視野に入
れる必要がある。その基準を実効
性の高いものにしていくためには、
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義務化への移行が不可欠であり、
優遇税制などを含めた資金面の後
押しとセットで論議することが望
ましい。技術面では、すでにかな
りの断熱性能を備えた部品や部材
が揃っており、これらを活用した
住宅を作れば、今後当面の省エネ
ルギー基準に対応する断熱性能を
実現することは十分可能である。
しかしながら、全ての設計者や施
工主が断熱技術を把握している訳
ではなく、また、建築主にとって
省エネルギー化の優先度はまだ高
くない。これらを踏まえると、断
熱化システム技術の汎用化と普及
策、建築主への訴求方法の改善が
求められる。このためには、業界
関係者の努力だけではなく、政府
の牽引も必要であろう。建築主へ
のインセンティブとしては、（独）
新エネルギー・産業技術総合開発
機構による高効率機器の導入およ
び断熱改修時の補助金制度 31) など
の施策が活用されてきたが、申請
の手続きや処理に手間がかかる。
今後は窓等の断熱性能表示制度（星
印によるラベリング）と対応付けた
優遇策としてあらかじめ部品価格
を下げるなど、建築主による申請
を不要にするような普及策も望ま
れる。また、省エネルギーのため
に使用したスペースを建築面積に
は含めないことにより建物容積や
税制面で優遇するなど、新たな普
及策についても検討の余地がある。
B. 新築住宅への新規技術での
対応
　我が国の場合には、地震や台風
など自然災害に対する備えとして、
鉄骨など金属を多用した強靭な骨
格を有する住宅が広く普及してい
る。構造体として金属を用いる場
合には構造内を流れる熱が増加す
る傾向にあるため、断熱構造とし
ては不利になることは必然である。
しかしながら最近ではこの金属構
造体と外部との熱の流れを遮断す
るような断熱工法についても盛ん
に研究開発されており、熱損失係数
が 1.0（W/m2・K）を下まわる実用
化技術も出てきている 32)。これら
の技術開発をさらに推進し、地震に
も強い高断熱住宅を目指すことが、
我が国独自の推進方法となる。
　また、これまで住宅の高断熱技術
が発展してきた場所は欧州でも寒
冷地であり、機器として冷房を必要
としない地域が多い。このような地
域と比べると、我が国は夏季に高温
多湿であるため、暖房と冷房の機器
を併設する必要性がある。したがっ
て、冬季の断熱性・保温性に加えて、
夏季の遮熱性・保冷性が不可欠と
なってくる。保冷性は、住宅構造と
しての保温性向上策によって同時
に解決しうるが、遮熱性については
別の対策が必要である。欧州はこの
点にも着目しており、建物の外部に
頑丈な電動スクリーンを設置する
方法の実用例が多く見られる。スク
リーンを外部に設置する理由は、太
陽光を直接窓に当てない遮光方法
に勝る遮熱方法がないからである。
しかし、これを我が国で適用する
には、台風による強風が問題にな
るであろう。我が国には“すだれ”や
“雨戸”のように着脱式の優れた文化
もあるが、強風でも壊れない別の
仕組みが必要である。断熱と遮熱
を高次元で両立する独自の新たな
窓技術を構築していくことは、経
済産業省の技術戦略マップ 200833)
でも記載されている「窓の高機能
化」の具現化策として、今後の我が
国にとって極めて重要となる。
C. 既存住宅への既存技術での
対応
　政策面では、諸外国でも実施さ
れているように、既存住宅に対し
ても省エネルギー基準の規制を適
用していく必要がある。既存住宅
も規制対象としている欧州では、
古い建物に外断熱の改修工事を施
している様子が散見され、世界遺
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6  おわりに
　我が国がこれまで培ってきた暖
房機器類の高効率化の強みを最大
限発揮し、将来型の低炭素社会の
リーダーとなっていくためには、
今後、住宅の高断熱化施策を重点
的に推進することが不可欠である。
そのためには、将来を見据えた厳
しい省エネルギー基準の設定とそ
の基準を達成するために必要な技
術開発への支援が、喫緊の課題で
ある。我が国の住宅は、冬季の寒
冷な気候に加え、夏季には高温多
湿、かつ地震や台風が頻発すると
いう極めて特殊な状況に置かれて
いる。我が国の実状に合った省エ
ネルギー住宅を目指すためには、
欧州で進展してきた高断熱技術の
みでは不完全であり、独自の技術
を付加した新たな断熱システム技
術を開発することが必要である。
住宅の工法が多岐に渡る我が国に
おいて、このような新たな断熱シ
ステム技術を開発・普及させるた
めには、既存の業界や学会の枠組
みを超えた横断的議論による普及
策や標準化が求められる。必要な
研究テーマや技術開発を今から実
践していけば、10 ～ 20 年後の我
が国の住環境は大きく改善するも
のと期待できる。
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